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森町有害鳥獣被害防止対策事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 町長は、有害鳥獣による農林業への被害を防止するため、有害鳥獣被害防止

対策事業を実施するもの（以下「事業主体」という。）に対し、予算の範囲内にお

いて、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、森町補助金等交付規則(昭

和42年森町規則第３号)及びこの要綱の定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「有害鳥獣被害防止対策事業」とは、町内に農地又は山林

を有する者が実施する有害鳥獣による農林業への被害を防止するための事業をい

う。 

 （補助の対象及び補助率（額）） 

第３条 補助の対象及び補助率（額）は、別表に定めるとおりとする。 

 （交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする事業主体は、次の各号に掲げる書類を町長に

提出しなければならない。 

（１） 森町有害鳥獣被害防止対策事業費補助金交付申請書（様式第１号） 

（２） 事業に要する経費の額を確認できる書類 

（３） 事業の施行場所を確認できる書類 

（４） その他町長が必要と認める書類 

２ 提出期限については、別に定める日までとする。 

（交付の条件） 

第５条 次の各号に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件とする。 

（１） 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ町長の承認を

受けなければならないこと。 

ア 補助事業の内容の変更をしようとする場合で、次のいずれかに該当すると

き。 

(ｱ) 施行場所の変更 

(ｲ) 事業量の20パーセントを超える変更 

イ 補助事業に要する経費の額の変更（事業費の額の20パーセント以下の変更
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を除く。）をしようとする場合 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合においては、速やかに町長に報告してその指示を受けなければならない

こと。 

（３） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用

年数等に相当する期間（同令に定めがない財産については、町長が別に定める期

間）内において、町長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。 

（４） 町長の承認を受けて前号の財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を町に納付させることがあること。 

（５） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営

を図らなければならないこと。 

（６） 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければな

らないこと。 

（７） 電気事業法(昭和39年法律第170号)に基づく電気設備に関する技術基準を

定める省令(平成９年通商産業省令第52号)における感電防止のための適切な措置

を講ずること。 

（交付の決定） 

第６条 町長は、第４条に基づき交付の申請が提出されたときは、速やかに内容を審

査し、適当と認められるときは、申請者に対し、森町有害鳥獣被害防止対策事業費

補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 （変更の承認申請） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた事業主体が第５条第１号に掲げる変更をしよう

とするときは、次に掲げる書類を速やかに町長に提出しなければならない。 

（１） 森町有害鳥獣被害防止対策事業計画変更承認申請書（様式第３号） 

（２） その他町長が必要と認める書類 
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 （実績報告） 

第８条 事業主体は、当該事業が完了した後、次の各号に掲げる書類を町長へ提出し

なければならない。 

（１） 実績報告書（様式第４号） 

（２） 支出済の経費の額を確認できる書類 

（３） 事業の完了を確認できる全景及び主要部分の写真 

（４） 設置した侵入防止柵等の自主点検表 

（５） その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の提出期限は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交

付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日まで 

（交付の確定） 

第９条 町長は、前条の規定により実績の報告を受けたときは、その報告書類を速や

かに確認し、適当と認めたときは、補助金の交付を確定し、森町有害鳥獣被害防止

対策事業費補助金交付確定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（請求の手続） 

第10条 前条の規定による交付確定通知を受けた者が補助金を請求しようとするとき

は、請求書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の提出期限は、交付確定通知書を受領した日から起算して14日を経過した日

までとする。 

 （雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 

   附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

補助の対象 
補助率（額） 

事業の区分 事業の内容 経費 

有害鳥獣被害防

止対策事業 

有害鳥獣の農地又は山林

への侵入を防ぐことを目

的とする事業であって、

次に掲げる侵入防止柵等

を購入するもの 

（１）電気柵 

（２）ワイヤーメッシュ

柵 

（３）（１）及び（２）

に準ずるもので、有害鳥

獣の侵入防止に有効と認

められるもの 

当該事業に要

する経費 

当該事業に要

する経費の３

分の２以内と

し、６万円を

限度とする。 

 


